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事業の成果

一般財団法人ダイバーシティ研究所

令和2年7月豪雨における被災世帯の「次の生活への移行」に向けた調査実施報告（概要）

【調査結果を被災世帯の「次の生活への移行」や今後の被災者支援に活用】
○行政への調査結果の共有：人吉市・八代市両市に個人情報を含む世帯情報をデータで共有、地域支え合いセンターによる支援活動や復興計画策定に活用
○支援団体・住民団体へのフィードバック：調査結果を基に地域別の支援ニーズに関する情報を支援団体や住民団体へ報告し、今後の支援計画やまちづくりに反映
○国・支援ネットワークへの提言：コロナ禍における被災者支援やニーズ把握の在り方を学会で発表。厚生労働省の研究班にも提言を発表予定（〜3月末）

①調査項目

家屋被害や健康状況に加え、支援履歴や今後の見通しについて総合的に調査

②分析項目

上記項目のデータを元に下記の3分野で分析。地図データとも連携しニーズの可
視化や全体像の把握を通した今後の支援計画を提言

1）避難状況：直後から現在までの避難の有無や居所の変化、被災状況を分析
2）今後の意向：被災状況と再建、転出等の以降について地域毎の傾向を分析
3）支援ニーズの全体像：生活とすまいの2軸から今後の支援の要不要を分析

調査の成果

・調査対象 ①人吉市： 2,678世帯（被害が大きい市内19地区を中心とする地域）
②八代市： 1,605世帯（被害が大きい坂本地区の全世帯）

・調査期間 2020年9月5日〜10月25日
・調査人員 熊本県内在住者のべ340人
・調査方法 ①被災世帯を直接訪問し半構造式面接方式で調査（訪問アセス）

②調査対象者本人がＰＣやスマホ等から直接入力（セルフアセス）
③調査員が調査対象者とともにフォームへ入力（来所アセス）

・有効回答数 1,555件（人吉市：629件・八代市：926件）

事業の概要

1．世帯情報 住所、世帯構成、要援護情報（介護、障害、子ども、外国人等）

2．家屋情報 家屋種・築年数、被災状況、り災証明、今後の意向

3．避難情報 避難時期、方法、避難先、今後の見通し

4．健康情報 被災前、発災直後、現在、通院・介護ケアの状況、今後の方針

5．生活情報 収入、移動、買い物、通勤・通学、食事

6．支援情報 情報入手方法、支援履歴、相談相手、不安、今後の見通し

調査結果の概要

訪問調査の様子（上）
調査員による入力作業の様子（右）
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人吉での今後の支援世帯割合（上）
地図化した坂本地区支援ニーズ（右）
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令和2年7月豪雨災害で被災された皆様に心からお見舞い申し上
げます。

この報告書はこのたびの災害で大きな被害に見舞われた熊本県
人吉市と八代市坂本地区で被災世帯を対象に行った調査につい
て、事業の概要と調査結果からの分析内容、また調査のプロセス
や結果からの示唆を元に今後の災害対応への提言をまとめたも
のです。

これまでの災害対応では、家屋が被災し避難所等で生活を送る被
災者への支援を中心に展開されてきました。しかし近年の災害で
は、避難所などへは避難せず自宅や知人宅に居ながら生活再建
に臨む方々や、家屋の被災はないものの日常生活に支援が必要
な世帯があることが明らかになっています。

ダイバーシティ研究所では東日本大震災での避難所アセスメントを
機に、熊本地震や大阪北部地震、西日本豪雨などで被災した世帯
への実態調査を通じた支援に取り組んで来ました。今回の豪雨災
害においても、発生の翌日に過去の調査ツールを公開して被災地
での支援に役立てて頂くべく取り組みを始めました。

これまでは被災地外から調査員が訪問して調査にあたる方法を採
ってきましたが、新型コロナウイルスの感染が収束しない中での災
害では、被災地外からの人の行き来は最小限に留める必要があり
ます。しかし熊本県内には2016年の熊本地震で被災者支援の経
験のある人が少なからずおられます。今回はこうした地元のメンバ
ーが中心となって現地での調査活動を調整し、大阪や東京のメン
バーはリモートで調査設計や分析でバックアップを行いました。

被災世帯への調査は公益性の高いものですので、自治体が公
費で実施すべきとの意見もあります。しかし今回の豪雨では広
域で被害が及んでいる一方、私たちのリソースも限られているこ
とから、「Yahoo!基金」からの支援を受け、人吉市と八代市坂本
地区に限定して調査を実施することとしました。

調査にあたっては過去の事例をふまえ、人吉市とは業務委託
契約を、八代市とは協定を締結し、個人情報を含む住民データ
の提供を受けるとともに、調査結果を両市及び社会福祉協議会
に共有し今後の被災者支援の基礎資料としてお届けしました。

またソフトバンク株式会社からデータ通信可能なタブレット端末
20台を無償で貸与して頂き、調査結果の入力に活用しました。
さらに熊本県立大学やひまわり亭（人吉市）をはじめとする地元
の支援団体やネットワーク、熊本県社会福祉協議会など、さま
ざまな団体から調査員の募集や現地での活動に多大なるご支
援を頂きました。

そしてコロナ禍でさまざまな制約がある中、のべ340人もの調査
員の方々が活動に参画頂き、被災された世帯のみなさんの声
に耳を傾け、丁寧に調査に取り組んでくださいました。また調査
の意図を汲んで時間を割いてご様子をお話しくださった調査対
象の方々にも感謝を述べたいと思います。

この調査で得られた知見が今回の被災地だけでなく、今後にお
いても「誰ひとり取り残さない災害対応」の実現に役立てられる
よう精進してまいります。ご一読のうえ、ご意見やご提案を頂け
れば幸いです。

2020年12月
一般財団法人ダイバーシティ研究所

2021年2月
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1．調査の概要

1−1 調査の目的
被災世帯の被災状況を把握し、避難生活での被害拡大を防ぎながら「次の生活」への移行をサポートすること

1−2 調査方法
①被災世帯を直接訪問し半構造式面接方式で調査（訪問アセス）
②調査対象者本人がＰＣやスマホ等から直接入力（セルフアセス）
③調査員が調査対象者とともにフォームへ入力（来所アセス）

＊調査員による訪問調査（①）を基本としつつ、感染対策等を考慮し②や③にも対応

1−3 調査対象
八代市：旧坂本町の全ての地区住民（1,605世帯）
人吉市：市中心部で被害が大きい市内19地区

＊8月末現在で市が半壊以上の「り災証明」を発行した2700世帯およびその周辺

全壊 1022 （赤）
大規模半壊 809 （オレンジ）
半壊 869（青）
合計 2700世帯

（2020年9月3日 人吉市役所提供の半壊以上世帯データより）

人吉市被害状況
2020年9月4日

一般財団法人ダイバーシティ研究所

1

全壊 1,022 （赤）
大規模半壊 809 （ｵﾚﾝｼﾞ）
半壊 869 （青）
合計 2,700世帯

人吉市八代市

人吉市中心部の被災状況
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1．調査の概要

1−4 調査項目
被災世帯の被災状況や避難生活の様子など下記6分野について調査

1−5 調査の結果の活用
調査結果は下記の通り集計・分析し、被災された世帯の「次の生活」への
移行に向けた支援へつなぐことができた

①調査プロセスにおける支援への接続

調査中に顕在化したニーズについて、被災者への情報提供や支援団体
の紹介を通じて支援につないだり、すぐに改善できる取り組みを自治体
等へ依頼することにより支援を実現

②ニーズの総量把握による被災者支援施策への反映

全体及び地区別の傾向を分析、定量的に整理することで、今後の被災者
支援や復興推進に必要な施策に反映

③「災害ケースマネジメント」に基づく被災世帯支援への基礎資料

「災害ケースマネジメント」の視点から世帯別に重み付けを行い、社協が
設置する「地域支え合いセンター」での今後の被災者世帯への支援に向
けた基礎資料としてデータを提供

1．世帯情報 住所,世帯構成,要援護情報
2．家屋情報 家屋種・築年数,被災状況,り災証明,今後の意向
3．避難情報 避難時期,方法,避難先,今後の見通し
4．健康情報 被災前,発災直後,現在,通院・介護ケアの状況,今後の方針
5．生活情報 収入,移動,買い物,通勤・通学,食事
6．支援情報 今後の見通し,情報入手方法,支援履歴,相談相手,不安・心配

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

災害ケースマネジメントとは？
「すまい」の支援に加え「日常生活」の支
援における自立性を評価し、世帯毎の
支援の要不要を判断する

Ａ：すまい・生活ともに自立可能な世帯
Ｂ：すまいの支援が必要な世帯
Ｃ：日常生活の支援が必要な世帯
Ｄ：いずれも支援が必要な世帯
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1．調査の概要

【調査票（人吉市版）】

坂本町被災者アセスメント調査票 R3  シート番号：            □入力済 

 

記入者： 調査日時： 地区名：  

回答方法   〇訪問調査  〇調査会場  〇セルフアセスメント  〇その他（          ） 

対面での回答場所 
〇自宅   〇避難所（        ） 〇仮設（        ） 〇みなし仮設（       ）       

〇調査会場（         ）  〇その他（         ）  

回答者：  〇世帯主本人  〇同居する家族・親族  〇知人・友人  〇その他（             ） 

調査状況：  〇調査済み  〇不在   〇調査拒否   〇居住の有無不明  〇その他（          ） 

 

■調査の目的 

この調査は一般財団法人ダイバーシティ研究所が人吉市からの依頼を受けて、令和２年７月豪雨で被害にあわれた

皆さまの生活状況等をお聞きし、今後の復旧・復興を迅速かつ的確に進めるための基礎資料を作成することを目的と

して実施します。皆さまのご協力をよろしくお願いします。 

 

■調査内容と個人情報の取り扱いについて 

• 世帯情報、家屋状況、避難行動、健康や福祉、生活状況、今後の見通し、不安・心配ごと、をお聞きします。 

• 調査で得た個人情報は当調査の分析にのみ用い、他では使用しません 

• 調査票および調査データは当法人および人吉市が厳重に保管します 

• 調査後、人吉市からお問合せや訪問をさせていただく場合があります 

• お答えいただいた内容は、個人情報保護条例等の範囲で、人吉市や生活再建支援等を行う団体（社会福祉協

議会等）と共有する場合があります 

 

• 上記の内容について、調査委員から必要十分な説明を受けました 

• 調査に同意・協力します 

ご署名 

 

 

 

1． 世帯情報             （日中連絡がとれる電話番号） 

住 所 
（住民票） 

 
 
 

世帯主 
氏名 

 連絡先  

現在の居所 
〇自宅（住民票住所）  〇避難所  〇仮設住宅  〇みなし仮設  〇親族・知人宅 

〇その他（                      ） 

世帯人数 〇1人世帯  〇２人世帯  〇３人世帯  〇４人世帯  〇５人以上の世帯 

世帯の様子 

（複数回答可） 

□高齢者（65 歳以上）がいる  □高齢者のみで居住  □訪問介護・訪問看護の利用必要   

□障害福祉サービスの利用が必要  □乳幼児・妊産婦がいる   □小・中・高校生がいる 

□外国人がいる  □医療機器（人口呼吸器・在宅酸素等）の使用 

□医療的ケア（人工透析・ｲﾝｼｭﾘﾝ注射等）が必要 □要配慮食（アレルギーや減塩食等）が必要 

要配慮者の

属性 

（続柄、年齢、性別、要配慮事項を人数分記入） 

その他 

記入欄 

 

 

 

 

令和 2年 7月豪雨（人吉市） 

1 

2． 家屋の状況 

家屋種類 
持ち家 〇一戸建  〇集合住宅 住宅ローン 〇有  〇無 

賃貸  〇一戸建  〇集合住宅（民間）  〇公営住宅   〇その他（        ） 

家屋状況 
□過去に大雨等の家屋被災あり 

□附属屋（小屋など）がある →ある場合の状況（                       ） 

浸水被害 
〇浸水被害なし  〇床下浸水  〇床上浸水  

〇わからない 

床上浸水 

の程度 

〇床上 1.8ｍ以上の浸水 

〇床上 1ｍ〜1.8ｍ未満の浸水 

〇床上 1m 未満の浸水 

土砂被害 
〇土砂被害なし  〇基礎天端下 25cm程度まで土砂が流入  〇おおよそ床まで土砂が流入 

〇床上を超えて土砂が流入  〇その他（                          ） 

土砂撤去 

〇完了した   

〇継続中   

〇未着手   

〇撤去しない 

未着手の 

理由 

〇土砂撤去の見通しは立っている   

〇土砂撤去の見通しは立っていない 

〇土砂撤去等の支援が必要      

〇その他（                          ） 

生活設備 

の不備 

□電気・ガス・水道等ライフライン設備      □台所・トイレ・お風呂等の生活設備 

□エアコン、冷蔵庫、洗濯機等の電化製品   □その他（           ）  （複数回答可） 

罹災証明 

〇取得済み 
罹災証明 

内容 

〇全壊  〇大規模半壊  〇半壊 

〇準半壊  〇一部損壊 

〇申請中    〇申請予定あり 

〇申請しない 

申請しない

理由 

（複数回答可） 

□申請に行く時間や手段がない 

□手続きがわからない 

□該当するかどうかわからない 

□不要だから（家屋の被害がないから） 

□その他（                      ） 

豪雨以後の

影響 

台風 9号、10号など、 

7月豪雨以後の被害 

 

3． 避難行動 

避難の有無 

〇避難した 

避難先 

（複数回答可） 

□指定避難所（                      ） 

□自主避難所（                      ） 

□親戚宅     □知人宅   □その他（        ） 

（可能であれば）具体的な場所 （                 ） 

いつ 

〇7/4 朝方   〇7/4 昼頃   〇7/4 夕方 

〇1日後   〇2日後  〇3 日後 

〇その他（   日     時頃） 

いつまで 〇    月    日まで     〇現在も避難中 

〇避難しなかった 

避難しなか

った理由 

（複数回答可） 

□移動できなかった 

□自宅にいる方が安全だと思った 

□避難の手助けがなかった 

□どこに避難すればよいか判らなかった 

□避難のタイミングがわからなかった 

□その他（                      ） 

救助者 
□自力で避難  □近隣住民による救助   □消防・消防団による救助   □自衛隊による救助    

□その他の行政による救助  □その他  （                ）            （複数回答可） 

災害情報を

入手した 

主な方法 

□テレビ  □ラジオ  □防災無線   □パソコン   □スマートフォン           （複数回答可） 

□自治体の Web サイト・防災メール等   □緊急速報メール  □その他の防災アプリ 

□その他（                                          ） 

避難時に 

困ったこと 

自由記入 

 

 

 

2 
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1．調査の概要

【調査票（人吉市版）】

4．健康や福祉 

世帯構成員 

健康状況 

発災前も現在も、健康に不調がある家族等は ○いない  ○いる （いるは以下回答、複数回答可） 

□発災により持病などが悪化したり、体調が悪くなっている家族等が現在いる 

□発災後、体調が悪くなった家族等がいるが、現在は回復している 

□災害による不安やストレスにより、メンタル面での不調がある家族等が現在いる 

□災害後、メンタル面で不調のあった家族等がいるが、現在は回復している 

通院・服薬 

通院や服薬が必要な家族等が ○いない  ○いる （いるは以下回答、複数回答可） 

□通院や治療が中断したり、回数が減っている家族等が現在いる 

□常用薬の服薬が中断している家族等がいる・常用薬が入手しにくい 

□通院が必要な家族等がいるが、特に問題なく通院できている 

□常用薬の服用が必要な家族等がいるが、特に問題なく服薬できている 

福祉ｻｰﾋﾞｽ 

利用状況 

家族に元々、福祉サービス等の利用は ○ない  ○ある （あるは以下回答、複数回答可） 

□発災後、介護サービス等の利用が減った家族等がいる 

□発災後、障害福祉サービス等の利用が減った家族等がいる 

□発災後、保育所等のサービスの利用に制限が出ている 

健康や福祉 

その他記入欄 

 

 

 

 

5．生活状況について 

食事 

（複数回答可） 

□問題なく食事を摂れている 

□調理環境がない、自炊したくてもできなくて困っている 

□弁当やパンなどの支給される食事のみで過ごしている 

□要配慮食が手に入りにくく困っている（糖尿病食・減塩食等） 

□1日 3食が摂れていない、食欲が大きく減退している家族等がいる 

その他 

記入欄 

 

主な 

生活費 

（複数回答可） 

□自営業・経営者として収入を得ている 

□就労により収入を得ている 

□年金で生活をしている 

□預貯金で生活をしている 

□求職をしている（現在、収入がない） 

□生活保護等の行政支援を受けている 

□その他（                                                       ） 

通勤・移動 

（複数回答可） 

□特に困っていない 

□移動手段がなく（失い）、移動に困っている  → □鉄道  □路線バス  □自家用車 

□外出に手助けが必要なため、移動に困る家族等がいる  → □通院  □通学  □買い物 

□その他（                                                       ） 
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6．今後の見通し 

住まいの 

見通し 

〇住まいの被害はほとんどなかったので、災害前と変わりはない 

〇家屋に被害があったが、建て替えや補修の目処が立っている 

〇家屋に被害があり、建て替えや補修をし

たいが、目処が立っていない 理
由 

 

□費用の工面が難しい、不安がある 

□補修可能かどうか判断がつかない 

□建て替えや補修について、まだ考えられない 

□その他（                      ） 

（複数回答可） 〇家屋に被害があり、建て替えや補修につ

いて検討中である 

〇家屋に被害があったが、建て替えや補修

はしない 
理
由 

〇費用が工面できない 

〇仮設やみなし仮設に入居するから 

〇親族等と同居するから 

〇他の物件が見つかっているから 

〇その他（                      ） 

（複数回答可） 

〇その他（                                                       ） 

当面の居所 

〇仮設住宅・みなし仮設  〇自宅  〇親族・知人宅  〇自宅以外の物件に移転 

〇公営住宅  〇その他（                                    ） 

（可能であれば）具体的な場所 （                      ） 

居住希望地 

〇災害前と同じ地区  〇災害前と同じ町内  〇同じ市内  〇市外に出たい（出る予定）   

〇わからない  〇その他（                                   ） 

（可能であれば）具体的な場所 （                      ） 

 

7． 不安・心配ごと 

困りごと 

（複数回答可） 

□生活用品が不足している 

□食料品などの買い物に困っている 

□福祉サービスの利用減で、介護等に疲弊してしまう 

□家電や空調設備が使えなくなり、新しいものが入手できていない 

□家の片付けや泥出しが進まない 

□ペットとの同居や世話 

□ボランティアの順番がなかなか回ってこない 

□災害ゴミの処理や運搬に困っている 

□再建費用や生活費が足りない 

□土地や家屋の権利などが判らない 

□身近に相談相手がいない 

□子供の教育に関すること 

□親族・ご近所と離れてしまう 

□どれだけの人が戻って来られるかなど地区の将来 

□被災前の商売を再開できるか 

□その他 

その他 

記入欄 

 

 

調査員所感・備考 

 

 

 

□見守りの必要性が高い 

 

4 
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1．調査の概要

【「災害ケースマネジメント」による被災世帯分類概念図とアセスメント基準】

評価軸 項目による評価
配
点

特記事項
全体の評価

合
計

日常生
活自立
性

健康保持 100

見守りの必要
性高い

回復力が脆い

400
生活環境 100

福祉サービス 100

共助やコミュニティ 100

住まい
の再建
実現性

住まいの再建・補修 100

在宅避難世帯

住まいの見通
し

400
金銭 100

就労 100

法的解決 100

地
域
包
括

・集計結果に基づく4分類の判定については右表に示す判定項目を設定
・該当する調査項目に課題があると判定された場合は規定の点数を減点
・合計の採点結果により該当する分類を算出
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1．調査の概要

「災害ケースマネジメント」による
被災世帯分類に用いた項目別評
価内容①

群

① 使用なし

② 使用あり

① 利用なし

② 利用あり

① 不要

② 必要・入手可

③ 必要・入手困難

① 留意事項なし

② 不調から回復

③ 不調が継続

① 留意事項なし

② 不調から回復

③ 不調が継続

① 留意事項なし

② 通院あり

③ 中断や回数減

① 留意事項なし

② 服薬あり

③ 中断、入手困難

① 留意事項なし

② 調理環境がない

③ 弁当やパンのみ

④ 欠食、著しい食欲減

① 留意事項なし

② 移動に手助けが必要

③ 買い物に行けない

① 要配慮・要支援者なし

② 高齢者のみ世帯（二人以上世帯）

③ 高齢単身世帯

④ 介護認定やサービス利用等ありの単身世帯

① 元々利用なし

② 利用に変化なし

③ 利用が減少

① 元々利用なし

② 利用に変化なし

③ 利用が減少

① 元々利用なし

② 利用に変化なし

③ 利用が減少

① 災害時要支援者はいない

② 外国人

③ 高齢者

④ 乳幼児・妊産婦

① 留意事項なし

② 医療機器

③ 医療ケア

① 被害なし

② 電化製品に被害あり

③ 電化製品を入手できていない

① 移動に困っていない

② 移動に困っている

③ 移動に手助けが必要

① 留意事項なし

② 生活費が足りない（購入力が小さい）

③ 食料品などの買い物に困っている/生活用品が不足している

① 留意事項なし

② ペットとの同居や世話出困っている

① 元々利用なし

② 利用に変化なし

③ 利用が減少

① 元々利用なし

② 利用に変化なし

③ 利用が減少

① 留意事項なし

② 災害により負担が大きくなっている

C　福祉サービスの

確保に関する項目

C-1 : 介護サービス 災害による介護サービスの状況

C-2 : 障害福祉サービス 災害による障害福祉サービスの状況

C-3 : 介護者 世帯内の介護者の負担増の有無

B-8 : 移動
交通インフラや移動手段の損失による移動困難の

有無

B-9 : 買い物
寝具、衣類、調理器具等の日用品や食料品等の入

手の支障の有無

B-10 : ペット ペットの困りごとの有無

B-7 : 電化製品
白物家電や冷暖房など生活に必要な電化製品の有

無

障害福祉サービスの利用減による生活への影響の

有無

B-4 : 保育 保育等の利用減による生活への影響の有無

B-5 : 災害時要支援者
乳幼児や妊産婦、外国人等の災害時要支援者の有

無

B-6 : 特別な配慮 日常生活での特別な配慮の有無

A-8 : 食事 欠食の有無、食事のバランス等の状態

A-9 : 生活サイクル 生活サイクルへの影響の有無

B　生活環境に関す

る項目

B-1 : 高齢者世帯等 災害時に日常生活の行動制限大きい世帯

B-2 : 介護サービス 介護サービスの利用減による生活への影響の有無

B-3 : 障害福祉サービス

発災後の体調の不調・変化の有無

A-5 : メンタル 発災後のこころの不調・変化の有無

A-6 : 通院 必要な通院機会の確保状況

A-7 : 服薬 薬の入手や服薬の状況

項　　目 状　　態

A　健康・生命保持

に関する項目

A-1 : 医療機器
在宅酸素、人口呼吸器など日常的に特別な機器類

の日常的な使用の有無

A-2 : 医療的ケア
透析、点滴、ストーマなどの医療的ケアの利用の

有無

A-3 : 要配慮食
塩分、糖分の摂取制限、嚥下食等の摂取、入手が

できるか、不安定さ

A-4 : 体調
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1．調査の概要
群

① 留意事項なし

② 高齢者のみ世帯

③ 高齢者単身世帯

④ 介護認定やサービス利用等ありの単身世帯

① 留意事項なし

② 時間や申請に行く手段がない

③ 手続きがわからない

④ 該当するかわからない

① ネットやスマホなど自分で入手できる

② 防災無線、ラジオ、テレビ

③ 手段がない

① 留意事項なし・いる

② ご近所と離れてしまう

③ いない

① 留意事項なし

② 仮設住宅・みなし仮設

③ 親族・知人宅

④ 公営住宅

⑤ 自宅以外の物件

⑥ 市外に出たい

① なし

② 一部損壊

③ 準半壊

④ 半壊

⑤ 大規模半壊

⑥ 全壊

① 災害前と変わりなし

② 建替・補修の目処が立っている

③ 建替・補修の検討中

④ 建替・補修の目処が立っていない

⑤ 建替・補修はしない

① なし

② 判断がつかない

③ 考えられない

④ 費用の工面が難しい

① 被災していない自宅

② 公営住宅

③ 自宅以外の物件

④ 親族・知人宅

⑤ 被害がある自宅（在宅避難）

⑥ 仮設住宅・みなし仮設

① 就労収入あり

② 年金

③ 預貯金

④ 自営業で生活費の不安あり

⑤ 生活保護

⑥ 休職中（収入無し）

① 留意事項なし（被害なし相当）

② 被害は少なく、災害前と変わりはない

③ 建替・補修の目処が立っている

④ 目処が立たない・検討中理由（費用の工面が難しい）

⑤ 建替・補修しない理由（費用が工面できない）

① ローンなし

② ローンがあり、家屋に被害がある

③ ローンがあり、再建の目処が立たない

① 留意事項なし

② 自営業で再建費用や生活費が足りない（被害あり）

③ 求職中・休業中・廃業（収入なし）

① 留意事項なし

② 土地や権利のことが判らない

① 留意事項なし

② ローンがあり、再建費用や生活費が足りない

OT-1:見守りの必要性が高い

OT-1:回復力の脆弱さ

OT-2:在宅避難世帯

OT-2:住まいの見通し

項　　目 状　　態

調査員チェック有

高齢単身世帯、高齢者のみ世帯

半壊以上の被害のある自宅で生活

OT　全体に係る不安

定さ（重み付け）

住まいの見通しが立っていない、検討中

G　就労に関する項

目
G-1 : 就業状況・自営業 就労収入を得るための支援の必要性の有無

H　法的解決に関す

る項目

H-1 : 権利・土地・相続 権利に関する専門的支援の必要性の有無

H-2 : 住宅ローン 金銭等に関する専門的支援の必要性の有無

F　金銭に関する項

目

F-1 : 生活費
労働対価としての収入、それ以外の収入、収入が

ない等、収入の種別

F-2 : 再建費用 再建費用の有無・不安

F-3 : 住宅ローン 二重ローンの可能性の有無

元の居住地からのコミュニティ分断の発生

E　住まいの再建・

補修に関する項目

E-1 : 罹災証明 被害の程度（現在〜将来への生活に影響）

E-2 : 再建・補修の目処 自宅再建の目処の有無

E-3 : 不可能理由 支援が必要な困難理由

E-4 : 当面の居所 一時的な住まいではない住まいかどうか

D　共助やコミュニ

ティに関する項目

D-1 : 世帯構成
日常生活でのコミュニティへの依存、コミュニ

ティ被災の影響が大きい世帯

D-2 : 各種手続き 平時には発生しない対応の困難度

D-3 : 情報(複数あり)
情報の増加、入手手段が少ない事による情報難民

化

D-4 : 相談相手 孤立に繫がる影響

D-5 : コミュニティ

「災害ケースマネジメント」による
被災世帯分類に用いた項目別評
価内容②
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1．調査の概要

1−6 調査体制
• 現地事務局を熊本県内に設置

熊本地震で活動をともにしたメンバーで調査体制を整備

• 調査日はスタッフ及び現地コーディネーターが人吉・八代ぞれぞれのチームを指揮
調査地区の選定や人員配置を管理、熊本市内から現地まで車で送迎

• 県内在住者に限定して調査員を募集
ソーシャルワークの知識等を有する「専門職調査員」と学生等「サポート調査員」の2名1組でチームを編成

コロナ禍における調査からの示唆
①調査員の確保が難しい

Ø 各回・各地30名の調査員の確保を目標としたが、感染対策上県内在住者に限定した募集とせざるを得ず、
過去の他地域での調査で経験のある調査員の参加ができなかった。

Ø 他のボランティア活動でも人材が不足するなか、当事業が有償で調査員を確保することへの批判もあり、
人数を限定したうえで期間を延長して調査にあたらざるを得なかった（実働調査員は下表の通り）

②リモートによるサポートの可能性と限界
Ø 通常は集合して行うオリエンテーションをオンライン化し、現地での「三密」回避に努めた

Ø 契約や同意書の交付、謝金等の精算など、現地で書面で行った事務手続きについて、今後はオンライン化
するなど、今後の災害支援における円滑な活動のためのしくみづくりを視野に入れたい

日程 分類
9/5
(土)

9/12
(土)

9/13
(日)

9/19
(土)

9/20
(日)

9/21
(月)

9/22
(火)

9/26
(土)

9/27
(日)

10/3
(土)

10/4
(日)

10/10
(土)

10/11
(日)

10/17
(土)

10/18
(日)

10/24
(土)

10/25
(日)

10/31
(土) 合計

人
吉

市
専門職 6名 6名 6名 6名 7名 3名 2名 1名 6名 6名 4名 3名 7名 2名 6名 71名
サポート 3名 6名 11名 10名 6名 5名 4名 3名 4名 5名 2名 2名 6名 3名 4名 74名

八
代

市
専門 6名 6名 3名 8名 9名 6名 − 9名 14名 − − 10名 10名 − 5名 12名 11名 − 109名
サポート ― 6名 5名 10名 12名 4名 − 10名 13名 − − 5名 5名 − 6名 10名 6名 − 92名



2020 年 9 ⽉ 9 ⽇ 
 

熊本県南豪⾬の⽣活影響調査（⼈吉市・⼋代市坂本町）における 
調査員参加協⼒のお願い 

 
 令和 2 年 7 ⽉の熊本県南豪⾬では各地で⼤きな被害が出ていますが、特に被害の⼤きかった地域
では、家屋への⼟砂流⼊やライフラインの断絶など、⽇常⽣活に⼤きな制約が⽣じており、現在において
も相当数の被災者が避難所等での⽣活を余儀なくされている⼀⽅、被害の実態や全体増が⾒えにくい
状況が⽣じています。 
 そこで、⼈吉市及び⼋代市坂本町の特に被害が⼤きかった地域で、現在の⽣活の状況や今後の⽣
活再建に向けたニーズについて、ご⾃宅や避難所等を⼾別に訪問してお話を伺い、特に配慮を要する⽅
に今後必要とされる施策について検討を進めていくことを⽬的とした調査を⾏うこととなりました。 
 つきましては、調査員の⽅々を募集します。⼾別訪問による聞き取り調査には、多くの⽅々のご協⼒が
必要になります。是⾮ともご協⼒の程、よろしくお願いいたします。 
 

 主催︓熊本県⼈吉市、熊本県⼋代市 
  実施︓⼀般財団法⼈ダイバーシティ研究所（http://www.diversityjapan.jp） 
  協⼒︓KVOAD、熊本県⽴⼤学、熊本県社会福祉協議会、⼋代市社会福祉協議会 
 

※なお、本事業は、Yahoo!基⾦寄付事業として実施いたします。 
 
 
＜調査の概要＞ 
 主に福祉専⾨職経験者の⽅々を調査員として、弊所で⽤意する調査票に基づいた聞き取り調査を
⾏っていただきます。また、サポート調査員の⽅には、福祉専⾨職の調査員の補助を⾏っていただきます。 
 
＜調査⽇程及び募集⼈数等＞ 

  第⼀回 第⼆回 第三回 第四回 

⽇ 程  
9/5（⼟） 
9/6（⽇） 

9/12（⼟） 
9/13（⽇） 

9/19（⼟）〜 
9/22（⽕・祝） 

9/26（⼟） 
9/27（⽇） 

時 間  
9時30分から 18時まで 

（休憩1時間、実働 7時間半） 

集合・解散 
熊本市、益城町、⼋代市／⼈吉市に集合場所を設けます 

（熊本市からご参加の場合、8 時集合、19時30分頃解散の予定です） 

調査世帯数 約 300世帯 約 300世帯 約 300世帯 約 300世帯 

募集
調査
⼈員 

福祉 
専⾨職 
経験者 

30名 30名 30名 30名 

サポート 
調査員 30名 30名 30名 30名 

※調査は、福祉専⾨職とサポート調査員がペアとなって実施することとし、1 ペアあたり 6〜8 世帯
の訪問を想定しています。  

実施済み 

＜報酬及び要件等＞ 
（1）福祉専⾨職調査員 
報 酬︓9,600円/⽇（源泉徴収額を差し引いてお⽀払いします） 
要 件︓連続する 2 ⽇間以上従事可能な⽅で、次のいずれかを満たす⽅ 

・福祉専⾨職ソーシャルワーカー等で、福祉の職務経験をお持ちの⽅ 
・社会福祉⼠等の福祉に関する知識をお持ちの⽅ 

      ・医療機関等での経験をお持ちの⽅ 
      ・その他聞き取り調査等の経験がある⽅ 
その他︓ボランティア保険にご加⼊いただきます（費⽤は弊所負担） 

昼⾷はお弁当を⽤意します。（飲み物は、各⾃、⼗分な量をお持ちください。） 
 

（2）サポート調査員 
報 酬︓8,000円/⽇（源泉徴収額を差し引いてお⽀払いします） 
要 件︓連続する 2 ⽇間以上従事可能な⽅（学⽣可） 
その他︓ボランティア保険にご加⼊いただきます（費⽤は弊所負担） 

昼⾷はお弁当を⽤意します。（飲み物は、各⾃、⼗分な量をお持ちください。） 
 
＜応募⽅法＞ 

各回調査開始⽇の 4⽇前まで（第⼀回のみ3⽇前まで）に、下記のアドレス（Google フォーム）
からご登録をお願いします。（※ご登録いただいた後、各回の⼈数調整等させていただいた上で、事務
局より正式にご協⼒お願い（参加確定）のご連絡をさせていただきます。） 

 

「福祉専⾨職調査員」のご登録 
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSekl78ik7zn3A_
AdYoBeccVfal6IlTk-C5-raTADT_K1e3pFA/viewform 
 

「サポート調査員」のご登録 
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSdWDB31lIbSXb
jCcwkH8nuxkuC0yBxYUJBW9MMJ1DbkMJWqsA/viewform 
 

《ご登録いただく内容》 ※上記フォームに沿ってご登録ください 
    ● お名前（フリガナ）、⽣年⽉⽇、性別、郵便番号、ご住所、連絡先、緊急連絡先、ご所属 
    ● 資格、活動経験 
    ● 活動可能な⽇程、集合可能な場所・集合⽅法 
    ● ご紹介いただいた⽅のご所属・お名前（ご紹介いただいた⽅がいらっしゃる場合） 
    ● ⾃動⾞運転の可否 
    ● 銀⾏⼝座（銀⾏名、⽀店名、種別、⼝座番号）   など 
 
＜その他＞ 
・詳しい調査⽅法等については、事前に動画でのオリエンテーションを実施します。 
・新型コロナウィルス感染拡⼤予防に関する⼗分な対策を⽤意した上で調査を実施しますが、 
各⾃でも、感染拡⼤予防に向けた対策の徹底（マスク着⽤等）をお願いいたします。 

 
ご不明な点は、下記宛先まで、メールにてお問い合わせ願います。 

⼀般財団法⼈ダイバーシティ研究所 熊本県南豪⾬調査事務局 
E-mail︓kumamoto.assessment@gmail.com 12

1．調査の概要

【調査員募集に使用したチラシ】
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1．調査の概要

【調査員向けオリエンテーション動画の画面例】

調査活動での留意点について https://youtu.be/WVACpfC4dOM

被災者アセスメント調査の概要について https://youtu.be/s8zn2eD9AL8

https://youtu.be/WVACpfC4dOM
https://youtu.be/s8zn2eD9AL8
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1．調査の概要

【調査員向けガイダンスサイトの画面例（スマホ版）】
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1．調査の概要

1−7 調査データについて

• 被災世帯の基礎情報を自治体から提供
Ø 人吉市との業務委託契約および八代市との協定に
基づき、調査対象世帯のデータをCSV形式で受領

Ø 住基データ（世帯名、住所）のほか要支援情報や被
災状況（り災証明書）のデータも統合し分析

• データベースソフトへインポートし、地図データや入
力用インターフェイスと連動
Ø 訪問時や分析時に参照できるよう地図データと連動

Ø 調査員入力用インターフェイスを整え、調査員が手
元で参照できる状態とした

• ソフトバンク社から無償貸与を受けた「iPad」20台を
入力専用端末として活用
Ø SIMの入ったiPadの無償貸与を受け、調査員が現地
で入力したデータをすぐにクラウドで管理・共有

Ø 個人情報の管理の徹底やリモートでの迅速な集計・
分析が可能に

• 調査結果をCSV形式で自治体に共有
Ø 被災者台帳や「地域支え合いセンター」のデータベ
ースにインポート可能な状態で提供

Ø 今後の被災者支援の基礎資料として活用

自治体

データ
提供

フィードバック

人吉市 八代市

項目別単純集計 項目別単純集計

クロス集計

・ 校区別

・ 高齢者世帯

・ 在宅避難世帯

・ 健康への影響

クロス集計

・ 地区別

・ 高齢者世帯

・ 被害の大きい地区

・ 健康への影響

災害ケースマネジメント分析

集計・分析項目
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２．人吉市における調査結果

2−1 調査対象世帯の様子
• 人吉市中心部への訪問調査とセルフアセス・来所アセ
スにより、629世帯から回答を得た

世帯人数（n=629）

世帯の様子（MA）

回答のあった629世帯の
うち25.4％が高齢者の
みの世帯

高齢者がいる世帯は
317世帯で全体約半数
を占める

回答方法 世帯数 回答方法 回答数

回答済み 629
訪問アセス 506
セルフアセス 92
来所アセス 31

地区名 七日 下新 上新 紺屋 二日 大工 鍛冶屋 灰久保 九日 五日 下青井 駒井田 中青井 上青井 下薩摩瀬 上薩摩瀬 相良 宝来 温泉 その他 合計

回答数 16 12 11 12 10 8 14 6 5 3 27 25 17 11 157 50 40 25 16 134 599
世帯数 73 62 60 130 40 39 61 50 78 64 187 164 91 97 396 237 218 204 80 1,004 3,335
回答率 21.9% 19.4% 18.3% 9.0% 25.0% 20.5% 23.0% 12.0% 6.4% 4.7% 14.4% 15.2% 18.7% 11.3% 39.6% 21.1% 18.3% 12.3% 20.0% 13.3% 18.0%

地区別回答状況（地区判明分のみ）

回答方法別別回答状況

「その他」は地区のうち被害が大きい区域のみを対象として訪問調査を行ったものの合計

13.4% 22.7% 20.2% 8.7% 7.8% 11.1% 14.3% 1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 高齢者のみ１人 高齢者のみ２人 未回答

317

167

10

17

14

62

2

10
8

0 50 100 150 200 250 300 350

高齢者（65歳以上）がいる

高齢者のみで居住

訪問介護・訪問看護の利用必要

障害福祉サービスの利用が必要

乳幼児・妊産婦がいる

小・中・高校生がいる

医療機器（人口呼吸器・在宅酸素等）の使用

医療的ケア（人工透析・ｲﾝｼｭﾘﾝ注射等）が必要

要配慮食（アレルギーや減塩食等）が必要



２．人吉市における調査結果

2−2 被災及び避難の状況

罹災証明を取得した596世帯のう
ち、全壊が32.2％、大規模半壊が
19.6％、計309世帯（51.8％）

浸水被害の状況（n=629）

回答のあった世帯のうち88.9%が床上
浸水被害

土砂被害の状況（n=629）
土砂被害を受けた世帯は438世帯、
69.6％

避難の状況（n=629） 避難した世帯は、377世帯、 59.9％

罹災証明の内容（n=596）

避難しなかった理由（MA）

避難しなかった229世帯のうち、半数
以上の115世帯が「自宅にいる方が
安全だと思った」と回答

17

3.0%
5.2% 19.6% 32.1% 31.8% 5.4%

0.2%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被害なし 床下浸水 床上１m未満 床上1.8m未満 床上1.8m以上 床上その他 わからない 未回答

59.9% 36.4% 3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

避難した 避難しなかった 未回答

18.8% 21.0% 48.6% 2.2% 9.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

被害なし 床下の土砂被害 床上の土砂被害 その他 未回答

115

60
25

21

14

58

0 20 40 60 80 100 120 140

自宅にいる方が安全だと思った

移動できなかった

避難のタイミングがわからなかった

2階が安全だと思った
要配慮者がおり避難できなかった

その他

32.2% 19.6% 28.5% 1.5%0.2%6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1

全壊 大規模半壊 半壊 準半壊 一部損壊 未回答



２．人吉市における調査結果

2−3 健康・福祉面の状況

18

健康に不調がいる家族の状況（n=629）

通院・服薬が必要な家族の状況（n=629）

福祉サービス等の利用状況（n=629）

�全体の約半数 293世帯、46.6％が
体調不良者がいると回答

�現在の状況は体調・メンタルともに
「継続」が「回復」を上回る

�通院や服薬が必要な家族等がい
るのは404世帯、64.2％

�通院や治療が中断したり、回数が
減っている家族等がいるのは13世
帯

�常用薬の服薬が中断している家
族等がいる・常用薬が入手しにく
い家族等がいるのは6世帯

�元々、福祉サービス等の利用のあ
るのは、68世帯、10.8％

�うち何らかのかたちで利用状況が
悪化しているのは16世帯、23.5％

46.6% 53.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない

89

60

87

46

0 20 40 60 80 100

発災による体調不調が継続

発災による体調不調から回復

発災によるメンタルの不調が継続

発災によるメンタルの不調から回復

64.2% 35.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
いる いない

13

273

6

246

0 50 100 150 200 250 300

通院や治療の中断、回数減

問題なく通院

服薬の中断、入手困難

問題なく服薬

10.8% 89.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない

12

1

3

10

0 2 4 6 8 10 12 14

介護サービス等利用減

障害福祉サービス等の利用減

保育所等のサービスの利用に制限あり

その他



２．人吉市における調査結果

2−4 今後の見通しの状況

19

被災状況と居住希望地（n=557）

被災状況と今後の住まいの見通し（n=557）

被災状況と当面の居所（n=557）

�罹災証明を取得している577世帯のうち、380世
帯（68.2％)が災害前と同じ地区に居住すること
を希望

�人吉市外に出たい（出る予定）は8世帯（1.4%)
�わからないは18世帯（3％）

�全壊の192世帯のうち99世帯、大
規模半壊の177世帯のうち102世
帯と約半数が立替や補修に目処
が立っていると回答

�一方で、全壊の28世帯（14.6%）、
大規模半壊の30世帯（16.9%)で建
て替えや補修の目処がたってい
ない

�全壊や大規模半壊の世帯でも多くが自宅で過ご
している

�調査時に在宅していた世帯が調査に回答してい
るため、親族・知人宅が当面の居所という世帯や
、現在は仮設住宅にいる世帯がこれ以上にある
ものと考えられる

10

8

9

24

7

8

25

22

7

28

30

30

4

99

102

103

4

1

4

9

4

5

5

4

4

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全壊（n=192）

大規模半壊（n=177)

半壊（n=170)

準半壊（n=9）

一部損壊（n＝9）

その他

家屋に被害があったが、建て替えや補修はしない

家屋に被害があり、建て替えや補修について検討中である

家屋に被害があり、建て替えや補修をしたいが、目処が立って

いない
家屋に被害があったが、建て替えや補修の目処が立っている

住まいの被害はほとんどなかったので、災害前と変わりはない

2

3

7

9

9

146

136

98

14

16

44

1

1

4

3

3

10

2

10

16

2

8

13

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一部損壊（n＝9）

準半壊（n=9）

半壊（n=170)

大規模半壊（n=177)

全壊（n=192） 未回答

自宅（住民票住所）

避難所

仮設住宅

みなし仮設住宅

親族・知人宅

9

2

2

7

5

6

6

2

13

12

5

13

10

7

118

128

121

6

7

26

20

27

3

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全壊

大規模半壊

半壊

準半壊

一部損壊

その他

わからない

市外に出たい（出る予定）

同じ市内

災害前と同じ町内

災害前と同じ地区



２．人吉市における調査結果

2−5 災害ケースマネジメントによるアセスメント

• 日常生活・住まいいずれかまたは両方の支援が必要な世帯が全体の63.8%
Ø 住まいの再建支援世帯（110世帯）より日常生活支援（177世帯）の方が多い状況

• 同じ地域内でも支援ニーズの傾向が異なる世帯が混在している
Ø 浸水高が同じ地域内でも、世帯構成（高齢者のみ等）や住まい方（自宅で商売をしている等）によって今後の見通し
や住まい再建の目処に差が出ている

Ø 世帯毎の支援に加えコミュニティ形成など面的なまちづくりへの支援が必要と考えられる

20

228世帯
36.2%177世帯

28.1%

110世帯
17.5%

114世帯
18.1%

生活再建可能世帯日常生活支援世帯

住まいの再建支援世帯日常生活・住まいの
再建支援世帯

赤：日常生活・住まいの再建支援世帯
ｵﾚﾝｼﾞ：住まいの再建支援世帯
ピンク：日常生活支援世帯
緑：生活再建可能世帯
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３．八代市における調査結果

3−1 調査対象世帯の様子
• 坂本地区の全1,605世帯を訪問し、926世帯（55.2％）の
聞き取りを完了

26.3 41.7 19.4 5.7 6.6 0.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯以上 未回答

22.0 36.3 41.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

その他 高齢者（65歳以上）がいる 高齢者のみで居住

世帯の様子（n=926）

高齢者のみ世帯の様子（n=722）

聞き取りを完了した926
世帯の78.0％に高齢者
がおり、41.7％が高齢者
のみの世帯

高齢者のみで居住して
いる722世帯のうち26.3
％が1人世帯、41.7％が
2人世帯

回答方法 世帯数 回答方法 回答数

回答済み 926
訪問アセス 895
セルフアセス 31
来所アセス 0

地区別回答状況

回答方法別別回答状況

地区名 坂本 葉木 鮎帰 鎌瀬 荒瀬 市ノ俣 深水 西部 川嶽 中谷 中津道 鶴喰 田上 百済来上百済来下 不明 合計

回答数 76 64 107 31 65 7 45 150 28 114 25 46 51 40 68 9 926
世帯数 159 133 184 51 119 21 93 243 46 178 41 74 69 87 109 − 1607

回答率 47.8% 48.1% 58.2% 60.8% 54.6% 33.3% 48.4% 61.7% 60.9% 64.0% 61.0% 62.2% 73.9% 46.0% 62.4% − 57.6%



３．八代市における調査結果

3−2 被災及び避難の状況

罹災証明を取得した301世帯のう
ち、全壊が30.6％、大規模半壊が
11.3％、計126世帯（41.9％）

68.3 9.3 20.3
0.2

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

浸水被害なし 床下浸水 床上浸水 わからない 未回答

浸水被害の状況（n=926）

浸水被害を受けた世帯は、274世帯、
29.6％

土砂被害の状況（n=926）
70.2 7.9 10.9 4.2 6.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

土砂被害なし 床下の土砂被害 床上の土砂被害 その他 未回答

土砂被害を受けた世帯は、174世帯、
18.8％

55.8 41.1 3.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

避難した 避難しなかった 未回答

30.6 11.3 15.9 6.6 8.6 6.0 20.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 不明 申請中・予定 未回答

避難の状況（n=926） 避難した世帯は、517世帯、 55.8％

罹災証明の内容（n=301）

12.6

40.7

0.5

1.6

2.4

22.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

移動できなかった

自宅にいる方が安全だと思った

避難の手助けがなかった

どこに避難すればよいか判らな…

避難のタイミングがわからなかった

その他

避難しなかった理由（n=381）
避難しなかった381世帯のうち、12.6
％が「移動できなかった」と回答して
いる

22
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3−3 健康・福祉面の状況

23

16.1

3.4

1.7

0.0 20.0 40.0 60.0

介護サービス等の利用が減った家族等がいる

障害福祉サービス等の利用が減った家族等…

保育所等のサービスの利用に制限が出ている

17.2

19.9

16.2

19.2

0.0 20.0 40.0 60.0

持病などが悪化したり体調が悪くなっている…

不安やストレスによりメンタル面での不調が…

体調が悪くなった家族等がいるが、現在は回…

メンタル面で不調のあった家族等がいるが、…

1.7

0.3

71.7

73.6

0.0 20.0 40.0 60.0

通院や治療が中断したり、回数が減っている…

常用薬の服薬が中断している家族等がいる・…

通院が必要な家族等がいるが、特に問題なく…

常用薬の服用が必要な家族等が現在いる…

32.1 67.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100 .0

いる いない

健康に不調がある家族の状況（n=926）

77.2 22.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100 .0

いる いない

通院・服薬が必要な家族の状況（n=926）

12.7 87.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100 .0

ある ない

福祉サービス等の利用状況（n=926）

�発災前も現在も、健康に不調があ
る家族等がいるのは297世帯、
32.1％

�そのうち、99世帯、33.3％が体調
の不調で、うち51世帯、17.2％で現
在も継続している

�そのうち、116世帯、39.1％でメンタ
ル面での不調で、うち59世帯、19.9
％で現在も継続している

�通院や服薬が必要な家族等がい
るのは715世帯、77.2％

�通院や治療が中断したり、回数が
減っている家族等がいるのは12世
帯、1.7％

�常用薬の服薬が中断している家
族等がいる・常用薬が入手しにく
い家族等がいるのは2世帯、0.3％

�元々福祉サービス等の利用のあっ
たのは118世帯、12.7％

�何らかのかたちで利用状況が悪
化しているのは25世帯、21.2％



３．八代市における調査結果

3−4 今後の見通しの状況
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42.4

50.0

25.0

0.0

1.1

26.1

17.6

2.1

0.0

0.1

12.0

26.5

54.2

85.0

89.3

6.5

2.9

4.2

5.0

1.6

9.8

0.0

4.2

0.0

1.6

0.0

2.9

4.2

0.0

0.1

3.3

0.0

6.3

10.0

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

全壊(n=92)

大規模半壊(n=34)

半壊(n=48)

一部損壊(n=20)

取得なし(n=732)

みなし仮設住宅

仮設住宅

自宅（住民票住所）

上記以外（その他）

親族・知人宅

避難所

未回答

39.1

50.0

54.2

85.0

82.0

49.5

3.3

0.0

6.3

0.0

0.4

3.1

17.4

11.8

4.2

0.0

1.1

11.3

5.4

0.0

2.1

0.0

0.3

3.1

31.5

26.5

22.9

0.0

2.5

25.3

3.3

11.8

10.4

15.0

13.8

7.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100 .0

全壊(n=92)

大規模半壊(n=34)

半壊(n=47)

一部損壊(n=20)

取得なし(n=732)

取得あり全体(n=194)

災害前と同じ地区

災害前と同じ町内

同じ市内

市外に出たい（出る予定）

わからない

未回答

0.0

5.9

14.6

50.0

88.3

13.0

23.5

31.3

20.0

3.0

22.8

11.8

12.5

5.0

1.1

23.9

17.6

8.3

5.0

0.7

19.6

11.8

12.5

0.0

0.8

15.2

23.5

12.5

10.0

1.8

5.4

5.9

8.3

10.0

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全壊(n=92)

大規模半壊(n=34)

半壊(n=48)

一部損壊(n=20)

取得なし(n=732)

住まいの被害はほとんどなかったので、災害前

と変わりはない

家屋に被害があったが、建て替えや補修の目処

が立っている

家屋に被害があり、建て替えや補修をしたいが、

目処が立っていない

家屋に被害があり、建て替えや補修について検

討中である

家屋に被害があったが、建て替えや補修はしな

い

被災状況と居住希望地（n=926）

被災状況と今後の住まいの見通し（n=926）

被災状況と当面の居所（n=926）

�罹災証明を取得している194世帯のうち、96
世帯、49.5％が災害前と同じ地区に居住す
ることを希望

�八代市内、市外に出たい（出る予定）はあわ
せて14.4％

�わからないが25.3％

�全壊の92世帯のうち55世帯、59.8
％、大規模半壊の34世帯のうち
18世帯、52.9％で、建て替えや補
修が必要となっている

�一方で、全壊の22.8％、大規模半
壊の11.8％で建て替えや補修の
目処がたっていない

�全壊と大規模半壊の7割程度が仮設住宅に入居
�全壊の92世帯のうち12.0％が元の自宅に、9.8％
が親族・知人宅が当面の居所

�大規模半壊の34世帯のうち26.5％が元の自宅が
当面の居所

�一方で、調査時に不在宅も多かったことから、親
族・知人宅が当面の居所という世帯はこれ以上
にあるものと考えられる
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382世帯
41.3%274世帯

29.6%

120世帯
13.0%

150世帯
16.2%

生活再建可能世帯日常生活支援世帯

住まいの再建支援世帯日常生活・住まいの
再建支援世帯

3−5 災害ケースマネジメントによるアセスメント

• 日常生活・住まいいずれかまたは両方の支援が必要な世帯が全体の58.7%
Ø 住まいの再建支援世帯（110世帯）より日常生活支援（177世帯）の方が大幅に多い状況

• 住まいに被害がない世帯でも発災後に生活に変化が生じており支援が必要な状況に
Ø 駅周辺など生活インフラが集中していた地区が被災したため、被災していない世帯でも買い物や通院が困難となっ
ており、復興計画の策定と当面の移動支援が急がれる
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4．調査結果からの提言

4−1 災害時における世帯調査のあり方
① 家屋の被害に限定しない悉皆調査の実施のためのしくみづくり

＜課 題＞ 現行の災害法制では避難所利用者や家屋が被災した世帯への支援が中心
→ 生活インフラの被災などによって新たに支援が必要となる世帯の把握も必要

「要支援者リスト」に基づく町内会や民生委員等を通じたニーズ把握の限界
→ 高齢化や人口減少により互助機能が低下しているうえ支援者も被災する

＜提 言＞
Ø 災害により影響を受けたと考えられる地域全体を対象とした世帯毎の実態調査の実施

→ 一定の時期に集中して悉皆調査を実施することで、「次の生活」への意向を円滑に支える
Ø コロナ禍でも速やかかつ確実に調査が実施できるしくみの整備と人材の育成

→ 自治体との協定やツールの準備、調査員の育成・実働スキームを整える

現 状

家が被災

要支援者

災害後に
要支援者

家は被災
していない

移動手段
を失った

「要支援者リスト」
で安否確認

り災証明書の発行
仮設住宅の提供 等

実態把握や支援が届かない行政

めざしたい姿

家が被災

要支援者

災害後に
要支援者

家は被災
していない

移動手段
を失った

実態を面的に把握
必要な支援につなぐ

行政

調査員が
悉皆調査
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4．調査結果からの提言

4−1 災害時における世帯調査のあり方
② 過去の災害との比較による精度の高い支援計画の策定

＜課 題＞ 災害の規模や種類に応じて自治体が支援計画を立案
→ 都道府県（災害救助法）と市町村（避難所運営、住民支援）の連携も課題

被災者支援の枠組みから一般施策への移行がわかりにくい
→ 地域包括や生活困窮者支援など多様化する日常の支援施策との接続は必須

＜提 言＞
Ø 「災害ケースマネジメント」の視点から災害支援と日常施策の切れ目ない支援を計画的に提供

→ 一定の時期に集中して悉皆調査を実施することで、「次の生活」への意向を円滑に支える
Ø 過去の災害から世帯毎に必要な支援を分析し課題の発生を未然に防ぐ支援メニューの開発

→ 過去の災害で受けた支援や生活再建の過程を分析し世帯毎に有効な支援を提案する

仙台市
（発災から3年後）

熊本市
（発災から7ヶ月後）

広島県坂町
（発災から3ヶ月後）

人吉市
（発災から3ヶ月後）

八代市坂本
（発災から3ヶ月後）

生活再建可能世帯
66.0%

（5,686世帯）
62.2%

（2,326世帯）
61.4%
（952世帯）

36.2%
（228世帯）

41.3%
（382世帯）

住まいの再建支援世帯
24.8%

（2,133世帯）
21.9%
（812世帯）

15.6%
（242世帯）

17.5%
（110世帯）

13.0%
（120世帯）

日常生活支援世帯
6.3%

（540世帯）
7.0％

（261世帯）
12.0%
（186世帯）

28.1%
（177世帯）

29.6%
（274世帯）

日常生活支援・住まい
の再建支援世帯

2.9%
（251世帯）

8.5%
（315世帯）

11.0%
（171世帯）

18.1%
（114世帯）

16.2%
（150世帯）

過去の大規模災害で実施された「災害ケースマネジメント」によるアセスメント結果の比較
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4．調査結果からの提言

4−2 日常における防災へのフィードバック

① スマートホンを活用した避難の促進

＜課 題＞ 自治体からの避難情報は防災無線や広報車による音声またはホームページへの掲載のみ
→ 大雨の場合は聞こえにくく、一般的な情報は避難につながっていない

発災時に要支援者等が在宅なのか不在なのかわからず支援が難しい
→ 住民の避難が完了したかどうかわからない、支援者も不在の場合確認もできない

＜提 言＞
Ø 避難に関するプッシュ型通知とユーザーの避難状況を可視化できるシステムの提供

→ 避難の判断は「スマホ経由」が多く、避難した際にユーザーが自ら回答するシステムを
位置情報とも連動させることで「周りも避難している」ことを可視化し避難を促したい

156

146

108

98

62

42

40

31

21

14

11

8

8

6

4

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

防災無線

スマートフォン

テレビ

緊急速報メール

目視確認

地域役員や近所の人

自治体の Web サイト・防災メール等

家族や知人等からの連絡

ラジオ

消防団

市役所の広報、職員の呼びかけ

パソコン

その他

情報入手できなかった

その他の防災アプリ

災害情報を入手した
主な方法（人吉市）

115
60

25
21

14
13

7
6
6
4
3
3
3
2

11

0 20 40 60 80 100 120 140

自宅にいる方が安全だと思った
移動できなかった

避難のタイミングがわからなかった
2階が安全だと思った（垂直避難）
要配慮者がおり避難出来なかった

間に合わなかった
ここまでは来ないだろうと思った。…

不在だった
ペットがいるため

家守のため
避難の手助けがなかった

どこに避難すればよいか判らなかった
避難の必要がなかった

コロナウイルス感染症が気になるため
その他

避難しなかった理由
（人吉市）
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4．調査結果からの提言

4−2 日常における防災へのフィードバック

②直接被災しない地域での発災後の影響を考慮した地域防災計画の見直し

＜課 題＞ 現行の地域防災計画は浸水や土砂災害など直接被災する地区への対応が中心
→ 直接被災しない場合でもその後の生活に大きな影響が及んでいる

「地域での助け合い」を原則とする災害対応では支援が難しい地域が拡大
→ とくに山間の地域は高齢化が激しく、直接被災しなくても生活の維持が困難に

＜提 言＞
Ø 被災する地域を生活圏としている周辺住民への支援を視野に入れた地域防災計画の見直し

→ 通勤・通学の手段が絶たれる、買い物や通院できる施設が閉鎖される等、生活インフラの
被災で影響を受ける住民のニーズにも対応した被災者支援やニーズ把握を盛り込む

51

44

34

29

25

21

18

13

12

10

8

6

5

4

0 10 20 30 40 50

地区の将来

食料品などの買い物

再建費用や生活費が足りない

親族・ご近所と離れてしまう

子供の教育に関すること

生活用品が不足している

災害ゴミの処理や運搬

家の片付けや泥出しが進まない

身近に相談相手がいない

ペットとの同居や世話

架電や空調設備が新しいものがない

介護等に疲弊してしまう

土地や家屋の権利などが判らない

ボランティアの順番が回ってこない

136
73

68
67

39
34
33

29
22
20
18
16
14

10
9

101

0 20 40 60 80 100 120 140

再建費用や生活費が足りない
家電や空調設備が新しいものがない

生活用品が不足している
地区の将来

災害ゴミの処理や運搬
食料品などの買い物

家の片付けや泥出しが進まない
被災前の商売を再開できるか

ペットとの同居や世話
身近に相談相手がいない

親族・ご近所と離れてしまう
ボランティアの順番が回ってこない
土地や家屋の権利などが判らない

子供の教育に関すること
介護等に疲弊してしまう

その他

困りごと・心配事
（八代市坂本）

困りごと・心配事
（人吉市）

山間に住民が点在する八代市坂本と中心市街地が被災した人吉市では住民の「困りごと・心配事」は大きく異なる
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4．調査結果からの提言

4−3 「誰も取り残さない災害対応」の実現

① データ共有のスマート化による迅速で漏れのない被災者支援

＜課 題＞ さまざまな団体が被災地を訪問しそれぞれの目的毎に調査を展開
→ 「1日5回も血圧を測られた」人がいても、本人や避難所運営者への情報共有はない

行政も施策毎に担当部署が住民からの申請に対応し庁内での共有も進んでいない
→ 申請がないと把握できないうえ、書式もシステムもバラバラで共有もできない

＜提 言＞
Ø 発災後に支援が必要な世帯について世帯や地区の情報を元に予測した事前支援計画の作成

→ 災害想定、人口統計、過去の災害事例等を分析し、発災後のニーズの総量を算出
Ø 住民自身が入力する「セルフアセス」を軸に、避難から生活再建までをITで支えるしくみの構築

→ スマホ・SNSを活用した住民による入力を起点に、避難所利用やり災証明、義援金の申請
などをトレースできるしくみを構築するなど、ITで漏れのない被災者支援を実現したい

Ø 住基台帳を核とした住民情報のデータベース化と組織の枠を越えた共有の推進
→ 「個人情報保護」を盾に共有が進まない状況を反転させ、住基法の目的である「住民の
利便の増進」をめざした被災者情報共有のシステムを整える必要がある

＊2020〜2021年度の厚生労働省科研費事業で被災者情報の収集と共有のシステムのあり方を研究予定。



【被災者・被災世帯の状況把握における今後の課題】被災者アセスメント（全体図）

事前（基礎DB） ① 〜1週間 ② 1〜2ヶ⽉ ③ ⾒守り期

住所情報
要配慮等の情報

主なアセッサー 保健師・DWAT

主なアセス場所 避難所

主な対象者
・避難所避難者（在宅
になる前にキャッチ）
・避難所利⽤者

SW・募集アセッサー

被害の⼤きい地区（⾯）

在宅避難世帯

社協・ささえあいセンター
仮設/みなし仮設/⾃宅等

⽣活再建⽀援世帯

住所情報
要配慮等の情報

住所情報
要配慮等の情報

住所情報
要配慮等の情報

（住所）現在の居所・名前
世帯の⼈数
被害の程度：住宅
健康状態
医療（服薬/通院）
要⽀援状況
（福祉避難所への移動）
Ｖ即対応世帯

健康状態
医療（服薬/通院）
⾷事・⽣活状況
困りごと（ボラニーズ）
今後の⾒通し
Ｖ即対応世帯

健康状態
医療（服薬/通院）
⾷事・⽣活状況
困りごと（ボラニーズ）
今後の⾒通し
Ｖ即対応世帯

世
帯
を
基
準
と
し
た
情
報

個
々
の
情
報

●●さん

●●さん

（住所）現在の居所・名前
世帯の⼈数
被害の程度：住宅
健康状態
医療（服薬/通院）
要⽀援状況
（福祉避難所への移動）

（住所）現在の居所・名前
世帯の⼈数
被害の程度：住宅
健康状態
医療（服薬/通院）
要⽀援状況
（福祉避難所への移動）

被害なし：追跡終了

＜要⾒守りの場合＞
世帯カルテから世帯構成員の
個⼈カルテを作成しリンク

●●さん
（履歴）

⾒守り・⽀援履歴

⽣活再建可能：追跡終了

住まいの再建
⽣活⾃⽴性⽀援世帯

＜災害CM分析＞

再訪問

再訪問

要注意

• 被災者に関する情報は、散らば
って存在している

• バラバラの情報を連結させるこ
とで被災者の生活再建のために
有効な情報へ変換し、有効な支
援策の進展が期待できる

4．調査結果からの提言
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4．調査結果からの提言

4−3 「誰も取り残さない災害対応」の実現

② 生活再建・復興期における支援ニーズへの対応

＜課 題＞ 世帯から申請された情報を元に個別に支援するため、地域の将来展望が描きにくい
→ 被災状況にバラツキが多く、「まちなみの再生」や「地域の将来」が見通せない

コロナ禍や人口減少で発災前から「今後のなりわい」や「安定した暮らし」が見えない
→ 借り入れに必要なプランも書けないので建て替えに必要な資金が工面できない

＜提 言＞
Ø 過去の復興事例や本人の意向などを元に今後の見通しが立てられるシミュレーションの提供

→ 世帯毎の生活再建事例や復興まちづくり、企業による産業復興事例を収集・分析し、新たに
被災した世帯や住民組織、企業などが参照できるシミュレーションを提供する

Ø 支援ニーズと有効な解決策やリソース、組織などをマッチングする場の創出
→ 被災地側のニーズを整理し、その解決に経験や資源を持つNPOや企業をつなぐ場を創出

復興庁「産業復興事例集」（左）

日本取引所グループが開催した「東日本大震災被災地域に芽吹いた経済活動と上場会社の
多様なリソースを結びつけるマッチングイベント」の様子（右・東京証券取引所 2013年3月）
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4．調査結果からの提言

4−4 調査現場からの声

柴田 祐
（熊本県立大学環境共生学部教授）

今回のアセスメント調査では、現地訪問による聞き取りを重視したため、回答が得られたの
は現地にいた方、つまり、大きな被災を免れた方や、被災後の片付け等に地域へ来ることがで
きている方が結果的に主体となり、被災後、親族や友人宅へ非難されている方や、片付け等に
行きたくても行けない方からの回答はほとんど得られていない。
現地訪問による聞き取りは傾聴につながるという効果も大いに実感したが、一方で、最も支
援の必要な方へのアプローチが今回できなかった点が、大きな課題を残した。今回、来所アセ
スやセルフアセスも導入したが、被災地の状況に合わせて、調査方法や体制の改善を検討する
必要がある。
なお、八代市地域支え合いセンターを運営している八代市社会福祉協議会の担当の方からは
、アセスメント調査の情報があるのとないのとでは、被災者の方を訪問する際の対応が大きく
異なり、非常にありがたいという言葉を頂いており、上記の我々がほとんどアプローチできて
いない被災者へのコンタクトも八代市地域支え合いセンターによりできつつあるとのことであ
ったので、結果的にはうまく連携ができたのではないかと感じている。
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4．調査結果からの提言

4−4 調査現場からの声

森章浩
（現地コーディネーター・人吉市担当）

今回の水害支援及びアセスメント調査はコロナ禍での特別な活動になり、県外からの支援
者やボランティアの受け入れが制限され、これまでの調査で経験のある専門調査員さんの受
け入れも出来ないなかで、ゼロからのチーム作りに苦労するスタートとなりました。その中
でも県内の医療関係者・社会福祉士・学生の方々にご協力いただけたこと、またこの様な災
害の調査をサポート頂いたYahoo!基金様には感謝申し上げます。
今回我々が人吉の調査をスタートし始めた頃は、まだ行政の各セクションも個々の動きで

精一杯な様子で、横の連携や情報の一本化に手がまわっていない状況でした。調査で訪問し
た多くの方からも、生活再建に向けた情報もない中、被災したままのご自宅でお暮しになら
れてる高齢者の方もいらっしゃいました。今回の人吉市での被災状況調査が無ければ、多く
の生活弱者・高齢世帯・障がい者がいらっしゃる世帯など、避難所には避難しなかった方の
発見や状況の把握が遅れていたと思います。
コロナ禍での厳しい環境での調査となりましたが、この様な状況だからこそ丁寧に世帯を

訪問するこうしたアセスメント調査は、今後の災害においても絶対的に必要だと思います。
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4．調査結果からの提言

4−4 調査現場からの声

山下なぎさ
（現地コーディネーター・坂本町出身）

本事業のポイントは大きく5つあったと考える。１つめは課題の可視化。被害の大小に関わ
らず町内全地域を調査対象にしたことにより、目に見え難い課題が浮き彫りになり各集落の
おかれている状況や課題が明らかになった。２つめ集落ごとの不便さが明確になったこと。
インフラ、ライフライン、住まい、医療、コミュニティ、生活機能など広い領域の調査を行
うことで、生活圏の違いによる生活の不便さの差異が明白になった。３つめは「心のケア／
被災者のグリーフケア」という側面。「話を聞いてくれてありがとう、来てくれてありがと
う、話ができてよかった」など感謝の声が多くあった。４つめは外部からの専門調査員が聞
き取りを行うメリット。被災地域外在住の者で秘密を守るということで安心して本音が出や
すい。５つめは連携による調査の重要性。自治協や市政協力員と連携することで、対象者が
在宅待機し調査が順調に進み、怪しい調査ではないと認識していただけ、同様の調査を計画
する団体と情報共有することで被災者へ調査疲れを防止することができた。
坂本町は、町の中心部が壊滅的な被害を受けたことで殆どの生活機能が失われており、病

院受診に合わせて全ての用事を済ませる高齢者にとって不便な生活が続いている。また、そ
れらの機能が復旧するか否かが今後も継続して暮らせるかどうかを左右する。例えば、移動
手段の問題を抱えおり車を手放したら生活がたちゆかない状況下で、現状の乗り合いタクシ
ーの運行ダイヤは住民目線ではなく不便。移動の問題を解決することが重要だと思われる。
調査時に行政の担当者や社協担当者が常駐していれば、即時解決する課題や繋げられること
もあったように思われ、そうした点も調査を実施して見えてきた課題である。
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新聞掲載記事

産経新聞2020年7月16日
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熊本日日新聞2020年9月13日
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熊本日日新聞2020年10月3日
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毎日新聞（西日本版）2020年11月11日
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熊本日日新聞2020年12月3日


